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Ⅰ　農村経済組織の変化の概況
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はしがき

1979年に始まった農業経営組織の改草は82年に

ほぼ定型化の像が見え始めた。それは人民公社を

解体し，農村の政治権力機構と経済活動領域と

を分肉ftすること，農業の直接生産過程はできるだ

け個別の家庭経済に分解する，農業への投入財供

給，農産物の加工・賑売などの過認はできるだけ

集団経済の規制を混存するという内容である。直

接的農業生産過程は個人農・小農方式で，前方連

関，後方連聞は協同組合方式または国営経済方式

で遭営すると言いかえられよう。

本稿はこの新しい経営組織を概括する。この制

度変革は農村の蓄積と泊費に巨大な影響をもたら

Lつつある。昔話度変革と蓄積・消費への影響につ

レては月IJ稿にゆずる。本稿はその準備過程として

制度の改革にのみ焦点を合わせることにする。

I 農村経済組織の変化の概況

1983年3月2日付の『段西日報』紙は「農業改

革から全面改革へjとし、う記事をのせた。この記
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日島 j皇品目

事は現世進行している農業組織改革と今後の方向

について，第1図のように，図解している。

生産とリンクした責任制は農村から始まり，こ

れは農民の下からの偉大な壮挙であるという。生

産にリンクした責任制とは，中国語で「聯産到

労」，「聯産到組j，または「承包長｛1:H]IJJ支たは

「生産責任制jと呼ばれる。その内存は数多くあ

る。業陣引lに各々の仕事の請負い量をきめ，請負

いを錨過した部分については請負ったグループ。内

で分配するやり方，たとえば，家音班を組織し年

聞の鋼管管理，繁殖までを受けもつ。専業隊を編

成し‘あるグループには採石業を，別しりi，レーブ。

には木工業を請負わせる。請負い額以上の成果を

収めたゲノ’レープは超過分を分配し，未達成班には

その埋め｛；－；｝ラせを行なわせると L、う方法である。

農作業の，ある過程だけを請負わせる方法もあ

る。各種各様な形態が編み出されてきたが，要点

は生産隊，生産大隊または人民公社とあるグルー

プが特定の作業工程ないしは特定の業績の全生産

過程を請負う。分配はグyレーザ内で出役に応じて

点数制で行なわれ，請負額以上の成果には奨励金

が支払われ，未達成部分については賠償‘が要求さ

れる。 JLtl全会以前との差は，呉）ij力と陥償が入る

かいなかにあった。

これにたいし， 1981年から様相が一変した。す

なわち，請負単位を個人農家にまで下してしまっ

た。それを「包産到戸jまたは「包乾到官」と呼

ぶ。中国の日本語文献ではそれぞれ， I戸請負制，

『アジア経済』 Xxv-2 (1984. 2) 
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1戸経営制と訳しているo

前者はまと共同規制部分を残す。すなわお，各

農家が生産隊にたいし，生産高，生産費，一定の

労働点数を請負うもので，超過部分については報

奨として，詰負った農家tこ与えられる。分配ば依

然として，統一的な点数制による。ととろが，後

者になると，ほぽ日本の「小作農」に近い。役畜

は各農家に払L、下げられ，生産隊の貸与ではなく

なる。生産投資は各農家が決める。労働点数制に

よる生産隊の拘束はない。各農家が生産隊に対し

て負う義務は，農業税，供出部分，生産障の公積

金，公益金だけである。この他；二， t干千日の生産

隊共同労働がある。日本でいえば，部落の道普請

やお宮の掃除，区有林の下草刈などの共同労働で

ある。ただし，土地は生産隊仁所有権があり，他

人に譲渡したり，貸与したりすることはできな

い。この点が日本の自作農と異なるが，他はほぼ

lnlじである。したがって， 「包乾到戸jは1戸経

営制と訳すより， 「小作農J制と訳した方が日本

人にはわかりやすい。こう訳すと，生産隊を「地

主」とみなさなければな人なくなる。新しい議論

第l函 農業の苦労度改革関

A 1全留8億農民の偉大亙話挙：各種各様の
i生産にリンクした責任制

書中央の通誌の総折と
極的普 策

B l家庭を経営単とし，責任・権手lj・利益｜
｜が一体花した新しい農業経営形式 ！ 

じ ｜農民総蓄は専業化，社会化，高商品化へl
｜漸11'.(JIJ移行 ! 

農村で科学技術習熟，
商品流通T拡大

［子！？：一一＼？？チナ｜と！
（出所） 『侠西日報』 1983年3月2日。

!Ti 

人民公社の解体と個人農化

鱗2図 1戸経営制と中核専業農家の普及

その他

f出丹7〕 JI(村嘉夫「経営組械の変存1（「q，国の反期経
済計画下における農業政策』日中経済協会 1983年
3月〕回ページ。
（注〉 ＠は筆者が追加。

と問題を生み出すので，ここでは 1戸経営制とい

う訳を採用しておく。俗称で個人農としよう。

第2図に、 JII村嘉夫氏が収集した資料を図式イじ

し，経営組織の変化の激しさを示してみた。＠は

中国語で「定額包工」と呼ぶ方法で， 1978年12月

の3中全会以前に支配的であっえ。これt土生産責

任制の組織とはいわない。各々の農作業について

労働力必要定額を決める。このノノレマに応じて，

共同労働をとおし農作業が組織される。分配は

労働力の強弱により等級にわけ，参加の農民の出

勤時間により点数が記鍛される。この分肥方法か

「〉分自主して．作業内容の質を問う分配方式もあみ

出されてはいた。第2図でみるとおり， 1980年1

月段階で56（：＇持前後を占めていた。

生産責任制は1979年から導入され始めた。当初］

は⑥であるc これは中閣議で「聯産到組」とか「聯
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産到労jとかいうもので，生産高；こリンクして句

生産を請負ったゲノレーブ。または個人の分配を変動

させる方法である。生産隊ないしは上部団体力主人

請負った部分については， I：部団体力、；統一的l，二配

分する。それ以上の部分については，請負ったグ

yレーブのまたは個人が配分をうける。 三の方法の

うち，前者はゲル－7＂単位に請負わー干のにたいし，

後者は個人に請負わす。わずか 1年半の間に両者

の構成比が逆転していることが知九れる。 1980年

1月にはグルーヅ請負いが25ι，何人労働力請負

いが 3.Htである。とごろが， 1981年10月：こは百ii

者が10.8お，後者ヵ'15.おおとなマ》た。個人労働力

の要素がそれだけ強かったことが角川ヲれるO

大きな変化は1981年に発生する。生産隊が生産

の大部分を位然として支配下におき．その超過部

分だけを，特定のグル－7＂ないしは特定の隊日に

奨励部分と Lて分配する方法から，個人農家を請

負い単位と十るようになった。：:r;1の伺人労働力

請負いとどう異なるのか。個人労働力請負山、で

は，生産隊の特定の個人は以前と同じ上うに‘；'lt

作業への1-B勤は生産隊の指令による。たとえば繁

殖豚の養豚を任されると，その仕事への労働力配

分は生産隊の指示で行なわれる。 f也の農作業を自

分で創り出しラ収入をあげることはできない。こ

れにたいし， eは「包産至I］戸jと呼び，個人立家
単位で請負う。この個人喪家単位の詰負いは，一

定の主要な去作物の播種計画などは生産隊との契

約によってその範開ですもj：京をうけるが，それを除

けば，品種の選定、－~作．業のわりふり，休暇のと

り方など家族労働のさいはいは家長が行なうこと

になる。生産高，生産コスト， fl主計十民 11:Hをすべ

き労働日数な竺一応生産隊の規制をうけ芯。また

生産目標を淫戒すべき生産資材の投入i'l:1'.r t・司、宇

産隊の方からセットになって貸与される。分配の
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方も契約高の範聞につL、ては生産隊が統一し，点

数に応じた分配が行なわれる。

これにたいし，⑮の「包乾到戸」になると，ほ

ft日本の自作農に近くなる。生産隊にたいして負

ろ責任は農業税，供出塁，集団用の公積金，公益

余だけどなる。生産手段も，土地を除くとほぼ私

有である。労働力に対十る生産隊の規制力もほぼ

県失したものど考えられる。分配面ではー生産隊

に対して負っている責任を果たせば，残りは当該

民家のものEなる。

この 1戸経営制への動きは．主民fllllからの要求

でなし崩し的に発生したもので．党中央はそオ1を

追認するしかなかった。党中央の指導によ η てな

されたのではない。その追認するか否かの決断81i

に、常に万里がE主要な役割を果たしてきた。？？干

の経持を年代記に沿ってみよう。

1978年12月： 3中全会が畏村＼；農業にかんL,

コペの決議を行なう。人民公社の国家に対す

る、生産隊の人民公社，生産大隊に対する自

主権の尊重を前う。分配面で農民への譲歩政

策を採用Lた。

1979年9月： 「農業を一層速かに発展させる者

干の問題についての決定J(75号文献〉で山問

僻地で， 1戸請負制を認める。

1980年9月・ 「農業生産責任制の強化・繋備に

閉す－；：：：，問題！の通達。 1戸請負制を貧Lい後

退地域一般に拡大・主ー施するととを認める。

しかL，それを長期間の政策としてはならた

いとしていた。

1081 年10月：全国農村工作会議で，同会議紀要

を起草。しかし，公表されたのは1982年4n 

6日付「人民日報』である。同紀要で、 「包

産到戸」 C1戸請負〉「包乾到戸J( 1戸経営〕制
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を，社会主義農業の 4翼として承認。

1982年11月：宗主書記会議，各省、， iii，自治区

の農業政策担当の書記会議。万里が講演し，

新政策を7］ミす。 1戸経営制を農業守三産立荘制

。）1主要な発出とみ司かつ，商11i'1生産を推進す
る新組織を認識した。そのなかで，中核農家

の電要機能を指摘。それを社会主義設業の各

種形式の一環とみなした。万里報告は1982年

12月23日に発表される。

1983年4月：『人民日報』〔11日付）紙上公表の

「当面の農村経済政策の若干の問題要旨」〔通

称83年1リ文献）。中核農業農家形式とそれに

もとづく，各種の経済連合を農村のを要な組

織形式にすることを認める。

党中央の政策転換去して京要なのは1981年10月

の全国農業会議ではなかったかと思われるc第 2図

とこの年代記とを照子干してみると，党中央の指示，

政策をとび越えて、；~民側が1981年iこ入って 1 戸

経営制をどんどん採用してし、ることが知られる。

1981年10)1の全国農業会議の時点では，すでに40

ふ近い農家が1戸経’芦制を採用していることが知

られる。同会議はその苦後策のために開かれたこ

とが矢口九れる。そして，党内で1戸経営詰l］が社会

主義農業の一環であると大方の同意がえられるま

で，その公表は差しひかえられたのかも知れな

い。公表はじつに6カ月後になって初めて行なわ

れている。 198:3年2月には全国農家のso；＇；；：近くが

1戸経営制をとり入れた。

1981年後半から83年2月までの 1年7～8カ月

は55年から56年春までの急速な合作社化， 57年冬

から58年末にかけての急撒な人民公社化に匹敵す

るほどの劇的な制度変革の時期である。

経営組織の改革は 1戸経営箔I］に定；若しつつある

人民公社の解体と個人捜化

が，このなかからさらに新しい経営形式が1982年

かじ成長し始めた。「専業戸」，「重点戸」と呼ばれ

る農家群の発展である。 「専業戸Jというのは長

宅では特定の業種に特化L，高い商品化率を実現

してv、る琵家をいろ。実豚農家，養鶏農家，育市

農家などをいう。日本語の専業農家とは異なる。

日本の専業農家は第 1種，第2霞兼業農家に対し

ていうF言葉で．農業経営だけで家計を維持してい

る者をいう。中国の「専業戸」は一つまたは二つの

怠業部門の業種に特化した個人農家をいう。日本

話では中核専業農家または特定業種専業農家と訳

すのが適切であろう。ただし司非農業の「専業戸j

も数多く出現している。これは専業個人経営と訳

しておこう。 「重点戸」の方はそれほど特化して

いないが，商品化率が比較的高L、農家をいう。日

本語で頂点農家と訳しておこう。

1981年までは「冨尖戸」という言葉がしばしば

出てL、た。日本語の町立金農家にあたる。この言葉

はいろまでもなくマイナスイメージをもっ。）＇，！： 1十i

央で，中核専業農家育成策をとるかいなか，議論

がたたかわされたに違いない。積極的な姿勢がと

られ始めたのは， 1982年の中共中央の 1号文献の

ようである。この場合も，現実が進行し，党中央

がそれを抑えるのか育成するのかの判断をつきつ

け九れたのが実情ーである。ハルピン市郊外区の例

はつぎのようであった〔住 I)o 

「1980年平房区東方針土新華大隊の社員間で，美言語

を行なう‘戸j戸（中核等業農家と重点、奏家一一引用者）

が大豆に出現した。それが人骨の脳慢にあった‘左’M

思想の束縛を打破し，われわれ幹部を教育した。その

のち．中共中央の1982年1号文献が明確に‘多種経済

を発収させ，集団と個人の経済をそれぞれ一斉に伸ば

す’こどを提起した。 これで始めて，われわれば家庭

]JI］業の重要な位置一九？と機能について，認識を新たに

した」c

ラ
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蓑彬論文が引用する範囲の1号文献には「専業

戸jとか「重点戸Jという営葉は出ていなャ。個人震

も，集団結済と問じように伸ばすことが述べられ

てヤるにすぎない。 1号文献はその前年の1981年

10月に開催された全国農業工作会議の紀要カ2いま

だ公表できるまでになっていない段階での指示で

ある。 1982年4月613に発表された紀要1こも，「専

業戸j，「重点戸J2:'.いう言葉は出てとない。党指

導層がこの育成を積極的に提示したのは，同年6

月の『紅旗』第10号における魯武等6名の連名論

文「わが国農業を発展させる戦略的措置の構想J

という論文である。中核専業；農家は投資が少な

く，コストも低〈，収益が大きく，商品化率を大

々的に引き上げるととができると述ぺた。それ以

後，新聞，雑誌上にさかんに唱導されるようにな

った。

特定業種＇！i業農家は家族労働力tこ対する生産ほ

の支配権がなくなったものをいっているようであ

る。生産隊が特定の業種を農家に諦負わす。その

さい，家族労働力に対する隊の支配権を放棄し

て，すべてを任せるという方法が当初とられたよ

うである。重点農家は基幹労働力が依然として生

産隊の支配下におかれ，自分の自由にならなャ。

これにたいし，補助労働力は家庭の自由になり、

生産隊の支配を受けなくなる（注2)0 ただ，この規

定も，一般的な 1戸経営制が普及していないとき

のものであろう。 1983年以後， 80~＇；；：近い農家が 1

戸経営制になった段階では，労働力支配権による

区別は意味をもたなくなるであろう。

第1図のC段階まで進めば，個人農による専業

化が社会化，高商品化を実現するものと考えられ

ている。社会化とは商品化E同意語と考えてよ

い。個人農家の自給経済に対比して使われてい

る。養豚農家は養豚だけをやり，野菜や自家飯米
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の生産はしない。養豚が 1, 2頭の副業ではなく

数十頭を飼育し，商品化を目指した農業となる。

当然，飼料を自給するわけにはゆかなくなる。飼

料産業を成立させる経済となる。子蹴も肥育豚に

特イじすると．購入するようになり，子取り lまやら

なくなる。これも分業の一つの深化である。この

ような分業の深化を社会化と呼んでいる。また，

第1図にじ出ていなU、が，分業の各構成主体が契

約によって結びあうことを経済連合と呼ぶように

なった。 Aが飼料会社でBが養豚農家とすると，

Af士Bに年間玄トンの飼料を供給すると契約する。

これを一つの経済連合と呼ぶ。 Cは子豚取り農家

（繁殖豚農家〕とする。他の10軒の肥育豚農家にC

は子豚を年間何頭供給すると契約する。とれも一

つの経済連合であれ特定業種専業農家方式と経

済連合とがコインの表裏となった新しい経営形態

であるととらえるようになぺた。

新農政の舵取りの1人である杜潤生は最近の動

きをつぎのように述べている惟3）。

「われわれの以前の協同組合化は，主産過程の協同

化であり，購買・信用・科学技術サービスの協同組合

化はなかった〈ただし，購買の協同化はあったが，の

ちに取り消された〉。また，農業生産過程の前方連関，

後方連関などのその他もろもろの部門の協同化はなか

った。今筏lま，前方連関，後方連関の協同化ポ必要で

ある。われわれの協同化はただ労働力を吸収するとこ

ろの，労働力による連合であつだ。今後は分散した資

金を吸収し，出資によって経営し，阻当するような連

合が必要である。さらにまた，｜日来の協同化は，一村

内，一部滞内で連合し，土地を協同経営してきた。し

かし、これからは地域を越え，専業分野間で協同化す

る必要があるj。

この引用文の中にほぼ1981年後半から起こった

中国農村の経営組織の変化と今後の方向が書かれ

ている。生産過程は個人農経営とし，各農家に分

解する。生産財供給〈前方連関〕，購買・販売，信用
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部門，農産物加工部門（後方述調または周辺部門）は

出資額による協同化を行なう。今後，労働力の協

同使用にもとづく協同経営は縮小してゆくという

方向である。

(i! 1 ) 九i{1十r 「をlthh／主かjn，、tr業ぃ，，Ji：点戸提i司J戒
,Ii E長妨（（j＇十一定利引、位、 1／（ 十J（『渡来経済問題J;19821，＿；主
10 ¥J) 9べ＞o

〔注2) 会 lilf/1＇「z弐~；奇奥村 '!I：業戸 i::J@J （『農業終済

問題』 1982ff，お101〕） '.lべ一 >o 

(/1:3 ) H/FWI＝「中［｛司1;：＿，村，（；深刻変1/,J （『中河呉氏

械』 198:Jfj:2 !J 3 11）。

Il 私的経済部分正集団経営部門

1983年 2 月段階で，全国の約SOt~tの農家が 1 戸

経営制になったことは前項でみた。 1982年は「完

芳生産責任制jというスローガンが出され， 1戸

経営制への徹底化が行なわれた年である。その撤

底化とはどのような内容を含んでいるのか。生産

手段の所有形式，労働力に対する支配形式，生産

決定権，分配形式などの諸側面から整成する必要さ

があるが，いまだ流動的であり，これらの諸側i偏

についての資料は十分lilていなL、。断片的な資料

をつなぎ合わせると， 1981, 82年初期までは，集

団性の範閉が強いが， 83年iこ入ると，集団性の範

囲は急速に縮小している。以下においていくつか

の例を紹介しよう。

(1) 江蘇省蘇チHrベ華西大隊｛注l) 

七統一一：作付配置，用水，施月巴，芸業機械使

用，作物管理ぐ病虫存療徐〉， 新技術の普及，

分配。

(2) 湖南省漢寿県fr域人民公社銀水生産隊（注2)

4統一：生産計画，集団財産の管理，使用水

利施設，災害防除，農業基本建設。

(3) 河北省保定地区必 3)

人民公社の解体と個人喪化

3統一：大面積農地または主要員作物の作付

計画，耕起，用水。耕起は生産隊が農業機械

を保有することで，用水は水利施設を保有す

ることで集団性を維持している。

(4) 阿川省通江県互室［：，（UI41 

a) 上地の請負い年限を緩和する。先に規定し

た「3～5年に 1同かえる」という項目を廃棄

し，長期間変動させないことを明確に宣言す

る。

b) 集団財産の整理を払下げ。先に決めた次の

規定を削除する。 「集団財産は、各種畏業機

械・農機具を含めて生産隊が経営し，払下げた

り，請負わせたりしてはならないんこれを

つぎのよろに改める。集団が所有する各種農

業機械、農機具，高？鼠室，保蔵庫，豚舎など

は，上く調査し評価し，一律に特定業種専業

良家か重点農家に請負わせる。主主用のものを

除いて，あるものは評価価格をきめ社員に売

りわたすか，貸与すること。

の 契約制をより完全なものにすること。過去

に行なった 1年ごとの契約制を改める。国家

計画の要求にもとづいて行なった生産および

~副産物の売り渡し契約は，蹴格に守り， 3

～5年不変とする。

d〕 耕牛は一律に価格をつけて個人農か組に払

い下げる。一度に評価した価格で，年賦払＼、

とする。評価した日以後に生まれた小牛は個

人農家または組の所有とし，生産隊は利益配

分にあずからない。

e) 生産隊，または隊と他の単位を連合して行

なっている各種企業は，経常問題をよく処理

したあとに， d 律に専業者または専業の請負

い世帯グループ。の経営にまかせる。手lj潤を上

納させ，独立採算性を行なう。

7 
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f) グム，龍，堰，水路と；集団の林木は，集団

経営の基礎の上Jこ，一律に寺業者に請負わせ，

分配はそれに応じて行なうこと。

g〕 資金留保と菩；など。できるだけ合理的

に，適度に行ない，生産隊が敏収し，人民公

社が保管するようにし，支出を厳格におさえ

ること。温室育苗，病虫害駆除，：永手I］建設，

有線放送，送電線建設などの生産隊が統一し

て行なう生産項目は，需要者から現金を徴収

するか，過去の替積から支出し，購民の負担

を軽減すること。

h）弱者保護政策は確実に行なうこと。烈士軍

属に対ナる優潤点数制を優遇額評定方式に改

める。貧困者扶助点数寵ljは貧困者扶助金に改

める。五保戸（生活扶助家庭〉への扶助は全う

すること。生活困窮者には技術，労働力，物的

面で援助を与えること。ある者には公益金か

ら適度な援助を与えるべきである。労働者，

幹部の家で労働力が不足し，困難が大きい家

に対しては， 「口糧問」のみを請負わせ，耕

地を請負わすことをしなL、。その他の遥切な

生産項目を請負わせる。 「口糧田Jはその1

戸が年聞に消費する穀物だけを生産する耕地

をいう。

i) 債権債務の整理。生産隊が国家や隣りの他

の生産隊から借りた穀物や金銭の債務iま，生

産隊の欝積と生産隊の財産を払下げて得た収

入であて，各戸に配分してはならない。隊の

なかで社員が借りたものは極力埋め合わせる

こと。社員と生産隊との聞の債務は清算しな

ければならない。期限を切って返済すべきで

ある。

j〕 条件があり，技術の優越しているもの，自

ら加工，運輪，サーピス業や開発事業に従事

8 

する専業者にほ，耕地を請負わせたり，白留

地や自留山を請負わさなくてよい。将来，専

業者をやめ，土地を受けもつことを希望した

際には，土地を分割し，与えてよL、。

生産手段の個人への払下げ：この県ではほぼ全

部の生産手段が個人私有となった。土地も3～5

年の割り替え制の期限がはずされている。 1982年

9月，筆者が農業部を訪れたさい，貸与期限を6

年前後に延ばしてよいと述ぺていた。 3～5年と

いう期間限定をはずして以後いつまでにするかは

言及がない。したポって6年間以上の実質的私有

制が進行すると忠われる。

水利施設の管理は特定の農民に任せることにな

った。所有権は生産隊にある。

協同生産項目：（4）の g）に6項目出ている。日

本では農協がやっているものに，韮蚕の稚蚕飼

育，稲の育苗，有線放送などがある。病虫害駆除

も一部では農協が主導してやっているところがあ

る。水刊建設は今日ではほとんど業者がやるよろ

になった。送電線建設は日本では民間会社が行な

い，受益者が一定の割合を負担する形式である。

いずれにしても，部落，村の共同労働は今日の日

本ではなくなった。だから中国の新方式は，高度

成長以前の日本とほぼ同じである。

農村社会保障・相互扶助：労働力が欠如してい

る農家を‘五保戸’と呼び，生活扶助が与えられ

る。医療費，葬式，学校教育費などが免除されて

きた。との社会保障を堅持してゆくととはいか

ら知られる。

1戸経営制が出始めて， 「分Jと「統」との程

度が議論された。 「分』とはEこまでを個人所有

として分割するのか， 「統Jとはどこまでを集団

生産として統一するかという問題である。もとよ

り，流動的であるので，各地によって異なる。一
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般的には1982年の初期では「統jの部分がかなり

多かった。しかし，沼田年に入ると，私的所有部分

が拡大しているととが知られる。大中型農業機械

でさえ，個人所有になっている。

J休業，牧畜，漁業などについても同様に， 「私

有化Jが徐々に拡大している。とれ九については

項目を改めて言及したヤ。

(/J: l) 醇金事長「包ヱ責任制生存？］的保討J（『農業

経済問題』 1982年第4号） 20-< ＞可

en 2) 享1，送弘「我例H<L、1えH＜’JZ{品、， il'[，包責任制
的」（『農業経済問題』 1982'.I；お5対） 26－，ージ。

（注3〕 王子平「包乾翌日戸与集体経済J（『農業経済

問題』 1982年第 1号〕 26ページ。

（注4) 『四川日報』 1983年3月31「1 1ページ。

E 中核専業経営の育成

1. 差是政上の位童づけ

「専業戸j，「重点戸jとセソトになって使われ

ているが，先に書いたように，とこでは特定業種

専業農家ないしは中核専業農家という訳で一括し

て扱う。その定義はいまだ定まっていない。日本

の篤農家に当ると考えてよい。たどし，日本では

泣民の場合に限られる。中国では畏支でない他の

特定業種を行なっている個人営業者もこの「専業

戸j，「重点戸」に含まれる。かれらの場合は専業

個人経営と訳しておく。中闇の2, 3人の関係者

の定義を引用して，大方の像を描くことにしよう。

朱畏勝はつぎのように述べる惜1)0

「何を特定楽譜専業農家と呼ぶか。われわれがいう

専業農家は特別の技術をもち，基幹労働力か家族労働

力全体力主基本的に，協同組合の集団労働から離脱し，

国家が承認した商品性の高い生産を行ない，一定の経

営規模があり，その収入が当該農家の主要な経済的基

盤となっている農家である」。

現政権の農政解説者余国耀は，特定業種専業農

人民会社の解体と個人農化

宗門来陪は二つあるという。一つは家庭高lj業から

諮展してきたものであり，二つめは生産隊が特定

の業種を個人に請負わせたものが個人農に転化

し，発展した農家である。い子れにしても，特定

業種に対し，当該農家は特別な技術をもっている。

そして，商品化が他の一般農家に比して高いので

「家膳工場式の集約経営jとも呼んでいる。余国

市はこのように特徴づけたあと，つぎのようにい

う(i[Z¥ 

「家庭副業を基礎にして発展してきた専業毘家を特

定業種専業農家と重点農家に分ける地方がある。前者

は，基幹労働力は集団の労働に参加しない。そのかわ

り，拠出ナペき労働力と等量の蓄積を渡し，社員とし

ての同等の待遇を受ける。重点農家の方は基幹労働力

は集団労働から離脱しない。補助労働力だけが生産隊

支配から離脱する。この部分について生産隊への納入

義的はない。特定業種専業農家や重点農家に対して

は‘ i司京l土政策にもとづいて奨励;f•とを与える。それ以

外に‘生産院主各種の優遇措置をとらねばならない。

た土えば，かれらに飼料用地や飼料用穀物を与えるこ

となどである。銀行も一定の融資を行ない支援すべき

である」。

個人農で規模が拡大していけば必然的に発生す

るのが労働力不足である。すでに，躍農を躍い入

れている専業農家さえある。この点について，余

国慨はつぎのようにいう（注3¥

「現在，政策面で意見の分岐が大きいのは特定業種

専業－~家の雇用問題である。被雇用農民をどのように

認定するか。纏用量に限界をもうけるか杏か。何人を

もって限度とするか。特定業種専業農家の雇用問題に

ついては調査研究を行ない，正確な政策限界をどのよ

うに提起するかはすでに検討すべき議事日程の問題と

なづている」。

以上三つの引用文からおおよそのイメージが出

てくる。すなわち，特定業種専業農家とはつぎの

ような要件をもっている農家をいう。

(1) 高い商品化率を実現していること，

(2) したがって，一般に高収入の篤農家である

9 
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とと，

(3) 生産隊から家族労働力使用について自由で

あること，

土地改革時の定義がらし、えば，高；議I乙当る。こ

の特定業種専業農家を積極的に発展させるべきだ

どいう政策がt王ぽ定望号するのが， 1983年初めであ

る。間年4月11日に公表された83年l号文献（「当

面の農村経済政策の若干の問題」〉である。 それまで

でれは，統ーした政策にはなっていなかった。1982

年および幻年の農政は，土地改革時の定義か人す

れば．あきらかに富農路線と総括できるものであ

る。

党中央は特定業種専業農家をどのように位置づ

けているか。それを農業発展の牽引車と認定して

いる。 『人民n報』の評論員論文民つぎのように
いう（円一4)。

「特定業種専業農家は，党の労働により注かになろ

うというスロ｝ガンに呼応した牽引車であるという点、

を認識しなければならない」。

評論員論文は周知のように‘党の当該問題に対

する最高貴任者がしばしば執筆するもの ξ伝えら

れている。 1983年3月段階の基本方針と考えてま

ず間違いない。商品化率の向上をはかる基本的政

策が特定業種専業農家を発展させるととにあると

いう方針をとるにいたった。商品穀物語』j也県の地

方指導者の会議で，党中央の指導者はつぎのよう

に述べるにいたった位5）。

「関係部門の責任者はつぎのように述ぺた。商品穀

物基地県（市）ば生産条件を改斉するとしぺ基礎の上

に，穀物専業農家，重点農家の発展をしっかりやり，

穀物商品化率を引上げ，商品穀物生産を発展させる重

要な方法としなければならなU、Jo

菜園鋒が1978年2月tこ打出した商品穀物基地構

想、とは全く異なる方向をとり始めた。事国鋒の方

針は国家の重点投資をそこに集中し，人民公社方

10 

式により，穀物商品化率のヲl上，1を狙った。 1983
年からは特定業種専業農家を育成することによっ

て，この問題を解決しようとする方針を採用する

にいたった。

現政権の特定業種専業農家を設業発展の牽リ｜車

にしようと L、う政策は，告村金融面によく現わjも

ている。中核農家への傾斜金融を採用し始めた。

たとえば，険西省の農村金融を伝える記事はつぎ

のようにいう（注6〕。

「農村の 1戸経営農家，重点農家，中核専業農家お

よび有望な商品化率の商1r＇長国j業の生産項目はいずれ

も融資の重点対象である」。

同省の1983年1～2月の中核専業農家などへの

融資額は前年同期の2倍あまりになったという

〆仕 7)
0 

以l：か九 1983年初期に．党中央は農業発展の

担い手を，中核専業農家に求め始めたことがほd

知られる。

2. 普及の程度と業種の範聞

1戸経’'ti;胡』土，すでにみた上うに， 1981年後半

から急速に普及し， 1983年初めには80ζトに達し

た。しかし町中技専業農家は三のよちには普及し

まい。これは1戸経営農家のなかで司特別の技術

と若干の企業精神をもった農家であるからであ

る。

普及は1981年に長のごとく出始め， 1982年の

後半から件地で急速に拡大している。第1表に断

片的に収集した資料を掲載する。①から④まで

は，時間の経過と特定業種専業農家の発展を示す

資料である。 1982年に急速に伸び始めているこ

とが知られる。第2図とつき合わせてみると，

1981年後半から82年全体にかけて， 1戸経営化運

動， 82年から83年にがけて，商品イヒ率の高い専業

農家作りが盛んに行なわれていることが知られ
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人民会社の解体と個人最化

第1I喪中核専業民家の進展
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ロ）：白リ刊省黒今西南＋H I ↓ I 19s2年6月 3.2矧向上

ノ、）四JJ j省福江専区

ニ)L珂J11省楽~~

' C7  ｜向上誌
i 19也年6月（？)1,1即戸日町年〔予d IO判1982年第9号 14ページ

ホ）四川省什加県

へ）四川省崇慶県

1983年2Jl 

1983年1月

1983年3月

4.5%1『四JII日報』
川1983年2月24日 2ページ
o%1向上紙
'011983年2月18日 1ページ
沼%I問主墾I 1983年3月31日 2ページ

I 19畔 4月 日%1思お警2月18日 1ページ
｜叫院長j化開始 i19畔捌（？〉 7%11~震年i静警』 1ドージ

ト）四川営山県

チ）山西省呂梁行嗣県

リ）山西省大同県

ヌ）吉林省平区 養言語・主主月まのみ

ル）福建全省

る。

全体の農家数のなかで，どのくらいの特定業種

専業農家が生まれるか。現在までの資料では四川

省崇慶県の28~';.:i:が最も高L、。専業農家は郊外区農

業地域で盛んである。これは野菜，果物，水産物，

乳牛，畜産など，都市需要地をひかえているので

当然ではある。しかし，一般農業地域でも10店立を

占めている地区が出始めた。 l戸経営農家のなか

で，どこまで専業農家が伸びるか。都市郊外で25

～30お，一般農業地区では20も立前後までではなか

ろうか。それ以上伸ばすには，多くの農民を他の

部門に就業させなければならなL、。この転換がで

きないかぎり，発展は頭打ちとな九ざるをえま

u、。

業種の範囲は狭義の農業のみならず，牧畜，漁

5%1『人空日報』
川＇I1983年3月21日 1ベージ
Mγ｜『農業経済問題』
'I 1982年寄寺10号 3ページ

19何年末日｜〉

1983年3月 o%1『人民日報』
7011983年4月29n 2ぺージ

業，林業，各副業すべての分野に入りつつある。

このなかで，都市郊外区は畜産が圧倒的に多い。

養豚，養鶏，養鴨，乳牛飼育な立である。

高産は規模の拡大にともなって内部分業が発生

する。たとえば日本でみる養豚の場合，開誌の肥

育版にすることのみを中心とする農家は肥育豚専

業農家と呼ぴ，子取りはやらない。子取り専門農

家は繁殖豚農家と呼ばれる。繁殖豚農家は種付け

用牡豚を飼育しない。冷凍技術が発遣し，精液は

別の組織がにぎる。つまり養豚業にも三つの分化

が生まれる。他の畜産についても同様である。畜

産専業農家はさらに細分化され，育雛専業農家，

卵養鶏家，肉鶏農家などが発生し始めてし、る。

一般農業については，穀物専業農家はまだ少な

い（注8＼四川省営山県では全特定業種専業農家の

11 
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ろち23i,'；：が穀物専業農家だという（注9〕。 1983年度

あたりから増加していくものと思われる。穀物ま

たは野菜専業農家のなかでも，育苗専門農家も出

始めてし、0o R本では水稲の場fr，育百専門業が

成立し始めたのは1970年代からである。農協の代

tJI請負し、会社が専門に室内古代をつくり．護家に

供給する上うになった。直接の契機は間航機の普

及にあるα 従来の苗代で育った大きな苗でなく，

稚苗のうちに田植機で植える技術が漫透した。こ

れにともなって農協や民間の会社が専門に苗代作

りを始めるようになった。

野菜の専門農家の育苗はすでに長ャ歴史があ

る。日本では郊外区の篤農家がこれを行なってき

た。なす， トマト，きゅうり，すいかなどの果菜

類，サツマイモの苗などに多くみられた。中国で

もこの崩の専業農家が出始めた。

果樹園も専業農家が出始めた。四川省の遂寧県

西眉区ではミカン果樹園の専業農家を創設し始め

た（注10¥ 600戸の農家のうち，その 1·~； 1J の60余戸

がみかん専業農家となった。しかし，契約年限，

栽培面積その他についてはくわしいと土は不明で

ある。果樹園であれば少なくとも20年前後は特定

農家を閤定しなければならないであろう。

林業も全国で100万戸の農家が専業林家｛こ指定

された。これは林業の項で詳述する。

漁業についてはあまりニ zースがない。商品化

が最も進んでいる広東の珠江デルタで誕生してい

る（注11)0需要先は香港市場である。

穀作については比較的少ないが，既存の商品化

基地にみられる。第3表からわかるとおりであ

る。

非農業分野でも多種多様な嫌譲に拡がってい

る。山西省嵐県は全農家の7't1-が中核噂業農家に

なってャるが，つぎのような中核専業農家および

I2 

専業個人経営の育成が考えられている（注12¥ 111岳

地域は畜産，平原地区は各種の耕種農業，都市郊

外区は加工業，サービス業，運輸業，建築業など

の専業個人経常を育成しようとしてし、る。四川有

崇慶県は28主立が中核専業農家または個人経営にな

った。業種は芥筒農業のほかに，竹細工業，藤細

工業，出細工業，藁細工業，採石~. ミシン縫製

業，長距離運輸業，茶菓子業などがあるという

（注13、。

専業個人経営が出始めたばかりなので，その業

種内7干の傾向を数字であれわすまでにいたってL、

なャ。しかし，農業では省産，非農業では家庭副

業の組長の業種が多いように思われる。

3. 経営規模と収入氷準

第2表に『四川日報』からとった特定業種専業

農家の経営規模および収入水準を掲載した。全国

範聞または省範聞の統計は今後公表されようが，

現在までのところほとんどない。たf空一つ，全国

の穀物商品化基地の統計が得られる。そこの穀物

専業農家の生産量は平均5～10トンであるという。

籾付きで計算されているから，日本でいえば4～

8トンである。日本のヘクタール当り米の生産量は

5～5.5トンであるから， 1～2町歩の水田農家l竺

匹敵する。このなかで，規模の大きい農家は25～

30トンを生産するという。これは数ヘクタールの経

営仁匹敵しよう。

畜産では養鶏が数十～数百羽，養豚が年間出荷

頭数で数頭から数十頭，乳牛は飼育頭数で数頭，養

蜂t土80～100箱という経営規模が浮んでくる。四川

省でやや一般的な統計が得られる。 7地区・市，

28県の初歩的統計によると，年間出荷頭数5頭以

上が9万8000戸，50羽以上養鶏農家が1万9000戸，

10頭以上の山羊農家が1万6000戸，ら頭以上の乳

牛飼育農家が50余戸， 50羽以上の養兎農家カヨ200
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第3表 中核事業農家・唱；点農家の商品他率

場 所二i下手：写本塁運委｜一三百一品王子~ ~］~弓円 ーヴ市T

a）晴江省国平地区 ｜ 豚 I 1.7% l全軒f憶の15.15%を受け I1~監経喜購』 3ザ
b）険西省検林地区 ｜穀物｜ ｜平均して回%高い農家間%I 1~鯉持i 日 2ページ

I I I 2県15,000戸 so% I 風月
C〕江西省察側摘品基地！穀物 1 ｜全j担域の中で札00！ ｜ 剖%以上Irn田年3月m日 2 
d）湖jヒ省黄梅！県孔藤公社i穀物 h I 1戸地出量 31，抑トン〔籾） I向上紙
洪阪大隊厳均先 I ! I / 19s3年3月16日 1ページ

戸であるとレう（注14）。第2表は『ドLj川日報』を111 

心としたもので，この経営規模を全国的なものと

一般化するわけにはいくまい。ただ収入面からみ

るとー労働力の年間純収入が1000先以上，農家総

収入が数千元以上という像が浮びあがる。新聞紙

l二では「万元戸JC一寸fの総収入が1万元に達した農

家をいう〕の存在がしばしば報道されるようになっ

た。 1981年に，生産l滋から配分された農民 1人当

り収入〈したがって家庭園I］業収入は別〉が40元以下の

農家がまだ12品未満存在していた。全国平均では

13 
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税込みで， 117元，磁を差しひいて10156であった

C/115）。 i二れを参考にするさ，特定業種専業農家の

収入は，労働力当りしばしば1000元を越えてい

る。

4. 商品化率の情況

中核専業農家のもっとも重要な条件は高い商品

化の実現にある。断片的資料ではあるが，第3表

にいくつかの例をまとめた。 a）のような資料が

もう少し収集できると，中核農家の商品化におけ

る重要度が鮮明になろう。穀物ではデ、ノレタまたは

盆地でもっとも条件のよいところと思われるが，

生産量のso~；；が商品化されるような農家が中核専

業農家に指定されていることがわかる。

Ci七1〕 米長勝「試論専業戸在幾村中的地位和作

HI」（『農業経済問題』 1982年第9号） 41ベージ。

（注2) 令国緩 1lii釘論文 ：；ベージe

（注3〕 問上論文 5ベーシ。

（注4) 『人民日報』 1983年3月10日 1ページ。

（注5) 『人民i！被J1983年3J!26日 1へージ。

Ci主6) r侠西日報』 1983年2月8LJ 2へージ。
（注7〕 向上紙 1983年4月3日 1ページ。

（注8) t Eえffラ 『人民日報J 1983 :: :: H 21日

1ベージの桁檎。

（注9〕 『四川日報』 1983年4月12日 1ベーシ。

（注10）向上紙 19KI年4月：3r, 2ベン。
（注11〕 『人民Llj制 19，田与 4!) 23日 2ベーシ。

（注12) 劃建民・劉光彦「積極扶植専業戸，重点戸

発展生産」（『農業主主済問題』 198:-J年第3主主）l(l－＇.ージ。

（注13) 『四JII LI ，紋』 1983年：； Jl 31口 2へージ。

（注14〕 問上帝王 1983年2月26日 2ベーシ。

（注15) 『中隠統計年鑑』 1982:fl'198～199－－＇.ージ。

IV 林業

林業や果樹闘は生産周期が長い産業である。林

業の場合は華南でも黒木（針葉樹）なら最低35年は

必要である。西北，東北などでは 100年単位が必

14 

要である。このような事業に対し，生産責任制を

どのように取入れようとしているか。これがこの

節の問題点である。

三中全会農政は林業面では「林業の‘三定’政策」

となって現われた。‘三定’とは，植樹した者が管

理 L，収益もその人に帰属「るとし、う内容であ

る。すなわち，植林者，管理者，受益者の三つを

定めるととである。 1982年12月までに全国生産隊

の3分の2にあたる3704方の生産隊が‘三定’政策

を採用したという（注1＼企国の1700万戸の農家の

うち，，1分の 1強の農家が 1億7000万ムー（ll:l9万

戸のの山を自留山としてもつようになったという。

1戸当り25Tvーである。この内留山にノ川、ては相続

を誌めた。

1983年の林業政策は次のようなものである

（注2

「条件のあるところは自関山を拡大すること，植林

したものがその林を私有L，相続することを認めるつ

大守的に植林と育而！の中校~If-業林業家．主点農家奇発

展させる」。

こ三には重点施策または方向として二つが述べ

られている。すなわち，自留山の拡大と専業の中

核林業家の育成である。これ以外f.二，過去2～：1

年やってきた生産隊と各農家が契約して，特定の

面積または特定の段どり（たとえば，床作りや植樹

など〕だけを請負わす方法がある。合計三つの方

法が併存している。量的に多いのが第3の方法で

あるが、 1983年以後は第し第2の方法にしだい

に施策の重点がおかれてゆくであん示。

自留山は耕地でいえば，自留地に匹敵するω 従

来，個人農の白留山という考え方はなかった。

1950年前後の土地改革時では，大面積の山林原

野は国有化され，以後林業部が管理に当ってき

た。土地改革以前に，農民たちが村有林的，区有林
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的に使用してきた場所は，合作社化以後生産隊の

所有となって今日まできた。そこの利用は最終的

には合作社管想委員会に権限があった。ときには

封山育林とい。て，配下の社員および家留の入山

を一定期間禁止する方法をとったに荒地を共同

で開発し，その収益は合作社，生産隊に帰属させ，

個人の私有にはさせなかった。個々の農家は植林

などに出役した際，労働点数が加算されるのみで

あった。成長した木を伐採したときの材木の収入

はもちろん生産隊に帰属したう成長過程iこ整枝し

た枝葉や伐探時の枝葉は燃料として個々の農民に

分配された。個人の農民が自分のものとして勝手

に処分し，使用できたのは家涼廻りの立木のみで

あった。

これまで存在していなかった自留山作りが始ま

ったのはおそらく 1980年前後ではないか。竺の点

につき，資料を詳しく追っていない。 l(l杷年末ま

でに，全国農家の4分の l強が自留山を持つにい

たった。今後，所有面積も所有戸数も急速に増大

していくと思われる。すでにいくつかその徴候が

見えている。たとえば，関西有では荒山，荒砂地

については，個々の農家が植林できる面積だけ，自

留山としてよいという方針が出されている情的。

開発，植林した面積はすべて個人の利用にゆだ

ね，その収益も柄人のものにするという力である。

四川省の峨辺県も1983年から，集団所有の荒山を

請負う場合，面積を無制限とした（注4＼ただし，

この場合， I可開山でなく，生産隊から植林を請負

う方法である。しかし，事業の性格上，荒地に植

林し，育林するコストを支払ったものに，立木の

収益が帰属するだろうか九、実質的な白留林とか

わらないっもっとも，自留山面積の無傷］眠t't：につ

いては，｜決西省や四川省峨辺県のような荒蕪地が

無限に存在するところであるとドう点を考慮に入

人民公祉の解体と個人燥化

れておく必要がある。

｝卒業林家の説明はあとに回し，生産隊との契約

による請負い林業の方法を先に説明しておく。内

留山の場合でも，山の土地の所有権は生産隊のも

のである。その用益権を農民がもっ。請負い制の

場合はなおさらである。土地ね生産隊のものであ

る。立木も基本的には生産隊のものであるはずで

ある。しかし，簡負制のなかには，土地は生産隊，

林権は請負った農民のものというのが比較的多

L、。このさい，月比木の伐採・処分などにつき，生

産隊が干与権をもっか否かについては不明であ

る。

収持配分について、四川省納浅｜呆の例がある

l介 5'1。ここで比二つの方法をとっている。床作り、

植林，下草刈り，間伐などの管理から成林にする

までの過程をすべて請負わす方法である。林権は

相続の対象とたる。収益は生産隊と農民が1対9

ないし 2対8で分配する。これは日本の分収林と

問じである。 1970年代後半から各県庁が主導して

やっている方法で．部市の資金を山村に誘導する

方法のーっとして編み出された。 111の地主は直接

植林はしない。苗木と床作り，植林までを県林業郷

土が行なう。管盟は地主が行なう。収益は地主4'

休業公社6の比率で配分するとL、う方法である。

｜司者をもう少し正確な資料で比較し，その異同を

明確にすると面白い。その一つの方法は作業過程

を請負わせる方法である。床作り，植林とそのの

ちの管理過程と？を分けて請負わせる。植林までを

詰負＇ ）た者が国の補助金，奨励補助殺物，生産開；

と協定した労働報酬を取得する。植林後の管理に

つし、ては個人農索が農家グルー7＇に委ねる。三ぴ〕

場合の収益西日分は， 2対8なヤし 3対7とする。

河北省豊寧県の例は次のとおりである（注引。自

留山以外のすべての山地を生産隊との契約請負い

Eラ
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にした。 illの所有権はあくまで集団所有とする。

山全体の植林計画は生産隊が統一的に行なう。苗

木は生産隊が提供する。請負わす部分は床作りか

ら経営まですべてである。 -f;/J齢林玄での間伐その

他の収入はすべて請負った農家のものとする。中

齢林以後の収入については，生産隊2対個人翠家

4の比率で分ける。ガj齢林期iこ， i訂iこ向を栽惜し

でも自由であ竹，その収入はすべてその地を請負

っている者に帰属する。間作ものとしては育苗，

薬草などがある。封1[1育林をすれば林になるとこ

ろも管理を請負わせる。幼齢林のなかの収入は請

負った者に帰属する。中齢林以後の収入は生産隊

4対請負いJr'l:.R;6の比率で町分する。

専業林家の育成。すでに全国で］（）0)i戸内長Iそ

が：専業林家になっている¥iiれととは紹介した。

198:l年3月，全国義務祈樹運動の展開を吉［jに、林

業部部長袴：f;;i¥.，土造林と育詰の専業林家を育成すへ

きだ土強調した<it8'o山西省の例では専業林家は

；つが存在してL、る（川、。生産隊か人組林、や脊前

を請負った者が転イとした入， 2需；日l土白留荒山に

1前林していった患家から成長した者。専業林家制

度が始まったばかりであるから，育前から植樹，

管理，伐採までを行なう林業家はIllてし、ない。そ

のような林業家を育てるか否かはこれからの課題

であろう。現在までのところ，育苗と植林の面で，

寺門化しつつある併問。これは技術問題と関係す

る。四川省では7ぎ苗にあたって，とくに専業林家

を育成する方針をとるよろにな，＇た｛円 11＼河北省

の興隆県では称業技術網の組織化を試みている。

十なわh，県iこ林業局，区や公社に林業ステーシ

1ン，生広大隊に林業1；家（抱l）を設ける。生産｜；まじり

なかに林業設術日を設ける。各級の林業技術F、に

対しては，技術の請負い制を導入オる。奈良技術

良については，攻府が賃金補助を行なう〈件12、。こ

16 

の末端の農民技術見が育苗の専門家や植林の専門

家になってゆく場合が多い。

以とみてきたように，林業は今後しばらくの間

臼留山方式，請負い方式が中心となるであろう。

個仔の農民にとって，土地私有権はないものの，

臼分の‘裏，1，’をもてるようになったのは，中間史

1－：初めてかも知れなU、。党ははっきりと，集団の

力による荒地，荒山開発の方針を放棄した。各民

家が居住している地域内の植林はおそらくとの方

法の方がより進むであろう。しかし，村里から少

L離れた広大な地域については人民公社時代のよ

うには，植林が進まないであろう。個人畏の経済

的な距隊はず〆〉と狭くなるからである。

も円一つえ強調しておくぺきことは、 11!林原野荒

地か心、実質的な私有化が進行しよう。個人農家

じよる開発相樹面積は無制限になったことを紹介

した。しかも，立木についての相続が可能とな＇＿）

たη したがって，労働力担富な山村の農家は広範

な山内用益権を取得してゆくであろう。 3～4人

日）労働－力があれば年間 1.斗くらいの植林はそれほ

ど農作業に障害なく行ないうる。そうなれば， 5

～10討の‘山持ち’が輩出することは十分に考えら

れる。成木になる年月が長いだけに，将来，土地

所有上の私有化を進 l灼る有力な突破口となるので

はなかろうか。

(,11) 『隙同日報』 1983年 3凡1211 lヘージo

mz〕 i日jL 。
(it 3 ! I【，JL:。

〔i'L,1) I「日Jll11戦』 19831¥':l月2211 1 －ζ ， 0 

C, I 5〕 H 1二世L 1983;141l15fl ］－二一 シ。

Cl Ii) 『人民 11線』 198:W3 J l 2111 2 

「il.7) ~;J L担く 198:1」！ 4 Jl 8 11 2ヘ ノ O

C ii s) 『隙西 II報』 198']'.t.スJJ 1211 1～ーン勺

(, I 9) 『人民日報』 1983年 3月2811 2 

(iUn) HI飢 1983今日月1011 1～2-

(iUl〕 「四！；｜日報』 1983今 3}]211 1-<-<o 



Ⅴ　畜産業

1984020019.TIF

（注12) 『人民日報』 1983年3月12日 2ベージ。

V 畜産業

従来，畜産業には3種類があった。一つは農家

の自留地で担う養豚，養鶏である。放し銅いの豚を

1～2顕，庭先養鶏数羽を飼育するのが大部分で

あった。ニつ闘は生産隊のなかで養豚専業班，養

鶏専業班，大家畜飼育係な立があって，集団経済

の一環として飼うものである。‘左’派が権力を掌

援すると，自留地飼い（私養〕が少なくなり，集団

飼い（公務〉の比率が増大するという経過をたどっ

てきた。以上二つは耕種農業地帯の飼育形式であ

る。他の‘つは畜産地帯とりわけ放牧地帯？あ

る。この地域はもちろん人民公社に組織され，草

地も家宙も集団所有になっていた。生産費任制が

導入されて刀、後，飼育制度は立のように変化しつ

つあるのか。

河南省周口地区商水県の例をみよう〈注1＼飼育

形式を四つにわけ，その移動を第4表にまとめ

た。この県では1981年k，集団の集中飼育から各

戸飼育に変わったことが知られる。商水県は耕種

農業地帯である。

放牧地域ではどのような変化が起こっている

か。 1982年8月，ノリレピンで北方牧畜会議が開催

人民公社の解体と個人像化

された。そこで自留畜の拡大が報告されている

市幻。それを一覧表にすると第5表のようにな

マ
Q。

軍幹貰はとびぬけて自留畜が多い。他の省は10-

30t；：の問である。金国的にみれば6分の1前後で

はながろうか。この数字はおそ九く， 1982年の春

頃の数字であろう。 1982年は集問財産を個人に分

解したもっとも早い年である。 1年後の1983年の

春にはもっと多くの大家畜が個人の帰属になった

ものE恩われる。

北方牧畜会議は放牧畜産地域に対しては，個人

飼脊への分解によ，って発生した矛盾について赤

裸守な指摘を行なっている。たとえIi'，草場争1t',

集同飼育から離れ工うとする強い志向などであ

る。にもかかわらず，自留畜は社会主義集団経済

の補兜物であるとと，自留畜の頭数と種類につい

ては制限してはならないと指摘している。農耕地

区，郊外農業区の省産については個人専業化方式

を唱導している。会議時点で，全国の家禽を含め

た畜産の中核専業農家は50万戸，重点農家は 177

万戸に達するとし寸。飼育する家畜数は 1009万

頭，家禽は5815万羽，兎が1218万羽に達するとい

う（削）。専業農家を「成金者」として批判しては

ならないと強調している。

以上から，いずれの場合も個人飼育形態へ向う

第4表 f可1菊符商＊県にみる大家高の飼育形態の変化

集団集中飼育 ！ 集団班別飼育 ｜ 「分4具」飼 育 ｜ 1 戸飼育

構成正｜家資増減1橋一点比 I.....家畜増減｜構瓦一正1家畜土品｜主成比両主増減
1980 r-・--!J：ふ与！？喋｜ム~·~··· i J己 γ2弘－ 1－~1%l 9川工…
1gs1.121 1 % I I l～2＇｝ら i 2～3% I 95% I 

（出所） 『換業経済問題』 1982年第4;} 24 ＇.ージ。
（注〕 「分倶」飼育は共同出資して飼育するものをいう。班別飼育は集団飼育のー形式にすぎない。 「分倶」飼
育はすでに生産隊の飼育から離れている。

17 



Ⅵ　新協同組合化の試み
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のは，加工産業を国営農場から取り上げる政府の

政策による必然的な結果であった。この政策を改

めたのが農工商連合企業方式である。加工部門が

多くの同営農それ以後，許されることによって，

場が黒字に転化した。

1981年頃から出始めた新経済連合はこの連合企

トラクターを購入するのに，数軒

~5表 主要牧畜地帯の自留選専の拡大

ーア語頭数万研画・・rI人当り自留畜
｜賢責立しlliL___ ll!掌_Q理1
古 I 28.5 I 5.3 
覆 I 2s I 1.58 
海 I 13 I 5.6 
JI[ I 2s ! o.s 
夏 I 55.3 i 1.3 
粛 I 15.1 1 1.6 
ツト 1 20 8.4 

（出所〉 『農業経済問題』 1982年第lOi手50ページ。

蒙内
新
育
問
寧
甘
チ .-／、

業とは異なる。

が出資し合うとか，養豚農家が集まやて出資し，

繁殖豚農家をつくるとか，また，鯛料の共問購入

を行なうとかの協同化である。 1981年に出始めた

ばかりで‘全体の定型化にはもうしばらくの時間

しかし，大体の方向はすでにかな

り明確に出ているので，新経済連合の組織化が進

んでし、る地域の例から，特徴をさぐってみよう。

が必要である。

ことは避けられないが，放牧地域の矛盾の激化に

対ナる適切な措置が編み出されるか否かによっ

て，個人牧民化の程度が決まってこよう。

（／士 I) 李勇「実行生産古任；i;,J大4主事迅速発展」

（『農業経済問題』 1982年相4号〕 24ペーージ。

(iド2) 「北方苔牧工作会議討論七刊日i綜述J（『農業

経済問題』 1982年第10号） 50ページ。

（注3〕 向上論文 51ベージ。 新経済連合の業種

河南省准陽県の例（注2)

2. 

(1) 

個人農化が進むなかで， 1981年頃から各種の新

しい共同経営化が試みられるよ川こなった。これ

を新経済連合と呼ぶ。

新経済連合はその2-3年前から試みられてき

た農工商連合企業とは別個のものである。この農

工商連合企業とは，国営農場から発生したもの

で，規模が著しく巨大である。 1978-fj：から国営農

場および一部の郊外人民公社連合の間で組織され

始めた。 1981年7月現在で，全国農墾系の国営農

場のうち，936（全体の44.＇；.）がこれを組織した（注 1)。

それまで国営農場は農業しかやれなかった。農産

物加工，販売およびこれに関連する諸産業を興す

ことは禁止されていた。政府の価格政策から，農

業の価値は農産物加工業で実現するというメカニ

ズムが働いていた。国営農業が軒なみ赤字という

全県に生産隊が5302あり， 3300の新経済連合組

合を特成したという。その業種内容ほ農工商聯合

工場（fi業場）が2972で，サービス関係の小温また

は店が:l28である。参加農家3万7064戸で，全県

喪家の18.5F；が参加していると L寸。

新協同組合化の試み

新経済連合の出現

VI 

河南省商水県（注3)

参加農家は4万2573戸で，全県総農家の23.9肱

(2) 

である。

河南省開封地区蘭考県岡陽・通許県（注4〕の

朱砂，忙l札湖闘の3公社で組織された新経済連

合：-l32の業種は以下のとおりである。農副産物加

工，機械化耕作，運輸業，レンガ製造‘建築業，

手工業，商業，飲食業，各種什ーピス業，問物飼

育である。

(3) 

安徽省j除県（注5)

ここにはつぎの業種がみられる。病虫害駆除公

水稲育首会社，ハイプリソロ水稲脊首会社，

タバコ育市会社，家畜・家禽防疫公社，家畜保護

(4) 

t-L 

18 
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人民心社内解体正柄人農化

3齢以上の蚕の飼育は個人農家，稚

蚕飼育（多くの場合2齢まで〉と蚕室の消毒は協同

で行なろ。稚蚕飼育は第2次世界大戦以後全国的

に普及した。土地所有や経営はいっさい私的に行

日本の農村でも，特殊の技術が必

は個人農家，

ゆ
一
同
「
棚

C

速

一

割

一
坊
一
種

行

各

化

したがって，人民

なわれている。

望書な部門は協同化されてきた。

公社方式を20余年経験してきた中国で， ゆるい協

｜司イヒの方法が維持できないとね考えられなL、。

もう 1例あげておとう。オイルショ、ソク以前，

3分野に分

~3 図新形式の経済連合分野

(a) (h) 

L心｜前連関産業ト！霊童直接生産→

一~ e 一一一各種各様の協同 特殊技能が必要
化，ただし，闘 な部分は専門会
議が入り込む可 社，一般過程は
性大 個人農

＠｜耐；佐一均一：部副i
各種各様L協同化

かれていた。種豚と冷凍精液を保持する部門，第

2は繁殖隊，第3は肥育豚の3部門である。種豚

と精械は多くの場合，県の経済連合会が管理して

いた。繁殖豚は子取り専門で農家の主婦の削業と

して行なわれていたことが多ャ。第3は出荷でき

る90J，＇.＇，にまで ij巴育専門に行なう農家があった。第

2，沼3は個人農であったが，第l＇部門は一種の

協同経蛍組織である。精液を県単位で統一的に管

理することによって，新品種の普及，したがって

肉質の改善，商品価値の向上が可能になってき

た。

：走査と養豚？みたように，私的所有制の上に経

済活動を行なマ〉ている日本でも直接生産過程の協

同化の試みが定着していることである。

日本の農家の養豚（会社組織は別〉は．
会社，飼料供給会社，肥料会社，種子会社，各種

購買・販売会社，運輸会社，各種農産物加工会社

である。

2資料から得られる 4県の例から大方の傾向は

第3図のように描けると盟、う。

①の（a）は農業生産財，生産諸資材の生産と供給

を担当する業種をさす。農機具生産と供給，その

修理，肥料・農薬の供給，種子の生産土供給，農

薬の散布，生産にかかわる稀の技術上の相談など

が入る。また，水利建設，水の管哩もこの部門に

入ろう。

①の（b）の過程では，安徽省の総県でみられるよ

育種・育苗，稚蚕など，比較的官度な技術

を必要とするところが協同化される傾向がある。

うlこ，

日本では稚蚕飼育や水稲の育苗などは農協が行な

生産資材の生産と供給において，国家権力が入る

例が多いという点である。県政府が肥料・農薬の

供給会社や飼料会社，種子記給会社を組織してい

る例がしばしばみられる。四川省の場作〈注6〕は次

のとおりである。

問川符農業科学院の宋明友伝同省で発展してい

る農業科学技術の普及組織につし、て三つに分けて

直接生産過程の前方連関すなわち，第2点は，それを想起Lてもらえ

ばよい。また，耕起も協同組合の請負いがみられ

る。その他の一般管理は個人農に任される。

①の（c）は農産物加工が主である。＠の運輸や農

村の諸産業とともに，協同組合化の方向がみられ

っているところが多いが，

る。

ことで、特に注意しておくべきことが三点ある。

第 1点は①の（b）直接生産過程の自作農化と直接生

いる。

第 1は既存の種子公司，飼料公司，化学肥料公
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産過程内における分業化と協同組合化の進展であ

日本の例で示すと，養蚕の場合，桑聞の管理る。
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司が物の供給とどもに技術指導を行なう。とれ （，

の公司は多くの場合，県政府の管理下になる。

第 2l主県または人民公社の農業科学技術者会及部

門が農業技術級務公司または普及そfンケーを設立

し，農民かム指i導料をとって指導するの

第3（土省，地iての政府が技術者を県以下iこ派遣

し，指導料を去って技術指導を行なう場合であ

る。いずれの場合も，県政府が大きな役割を果た

していることカ2安nられる。

第2点はきわめて重要な意味をもっ。第2間で

みたように，ほぽ個人11化している。しかし，＇ i¥ifc’

という字で表現される公的経済部門をできるだけ

維持しなレかぎり．現執行部は理論的に‘左’派；こ

打ち勝つこEはでき支い。また噌政府が農民をJf{

府の方向に誘導するためにも，公的経済部門を縮

小させえなL、。とくに主主要なのは後古ーである。前

方連問過程に政府権力が入るということは，直接

ff::産過程で柄人農化してしまった良民たちを，主

主生産財供給の雨で政府がコントロー止し，政府

の思いのままの方向に良民を誘導していく用具を

政府が手に入れているといえなし、だ九うか。たと

えば，廷薬や肥料の価格づけ，供給で，立民を誘

導する左か，種子の供給を一元化するごとに工っ

て，農民の栽格裁景権を制限するなどの方法であ

る。との用.~のなかで，とりわけ積子供給；立政府

の有力な農民支配の用具左なりろる。改良品種は

畏民自身が穏子を再生産しにく L、ものがある。代

表的なのが雑種強勢の原理を生かした新品種，ハ

イブ l）、ソド種がそれで、ある。農民lま F2を播いて

も，分解Lてしまい， ii百収量の種子にはなり得な

い。今日日本で栽培しているパンクム系のトウモ

ロコシの種子は永久にアメリカの育苗会社から種

子を購入せざるを得ない。すなわ九，国際的な種

子独占が発生しているのである。中il<l函内では，
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政府がこの新技術に上り開発された各作物の新品

種：を独占することは可能である。

この上うにみてくると、前方連聞の分野では公

的権力を入れた畏業生産財供給体制が組織される

可能性は非常に大きい。日本でいうなら：i，表協

が一括して、営畏指導と生産財供給を担当し，個

々の農家がその路線上りはみ出さ t,;_¥ 、ように，市！

？却されるよろな↑古況を考えてみれば上い。中国農

業は過去初年の建設過程で， JO:代的投入が苓しく

増大し．ぞれらがなくては戎立し得ないほぎにな

勺ている。たとえば， ff良i弘干重またはハイザ l)

Ft長な Yの千千及程1支は， 1982年でト lうモロゴ手で

70,'C一，高梁削主：1性n，水稲16.8；：：て．綿花13.;'i；＇＇唱

伴、、ノマ fモ8(;i:Ci't 8）にi圭ーしている。

1たがって，現政権は個人畏集団を政府の思弓

fj向に誘導、十るこ正に関してはかなりの自信を司、

っているのではなかろうか。

3 新経済連合の基本的特質

個人農家または何人かのグルーイが出資に上っ

て経済組織をつくり，分間も出資額lこ，.tじて行な

われる会社方式が出始めた。とれば1956年の高級

計作社化以後の組織原理を基本的に変えるもので

ある。高級合作社以前の初級合作社では．士地や

琵機具，役畜などのけ1資；二対し、分配が行なわれ

た。高級介作社以後はこれ九の現物！日資にたL、す

る分間はすべてなくなり，労働に応ピた分阻のみ

が行なわれるようになった。人民公社化以後もこ

の点は変化がなかった。つ主り，立村の十ぺての

桂済組織は労働を基軸に組立て九れていた。新経

済連合l士、労働と出資閣の二つで組織される上う

になった。との出資簡のt"G分は労働の結晶である

から，それが配当を生んでもなんら社会主義の原

理に反しないという説明がなされている。

出資額が氾；織原則の一つの柱になれば，去村社
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会がどう変化するか。これは注意深く見守る必要

がある。

〈注1〕 『中関経済年鑑 1981』iv,21ページe

（注2) 欧陽｛吃斌・何支似・蓑段、JJr，τ，xn待農村
新的経済咲合体」（『農業経済問題』 1982年第5号〕 21
、ー一、〉〆。

(tt 3) 同上。

（注4) 向上。

（注5) 朱成認し「道路越主総寛広」（『差是糸経済問題』

1982年第2号） 17ページ。

（注6) 末8月友「試議作業技術立足度合同1ftえ術聖子山

服務的関係」〔『幾多量経済問題』 1982年第10"8・〕 32ペー
、／

' 0 

（注7) 『人民日報』 1982年9月10日 4ベージ。

（注8）向k紙 1982"1ll月7ll 3ベク。

結語にかえて

1956年の高級合作社fl:;,1958年の人民公社化は

1940年後半から52年にかけて行なわれた土地改革

に匹敵するほど大きなできごとであった。 1981年

から82年の人民会社の解体と個人農化は，中国農

村のみならず，中国社会全体にとって測り知れな

いほど大きな影響をもたらすであろう。何よりも，

直接生産過程で個人農化したことと個人の出資に

よって結合する協同組合が生まれたと左がもっと

も大きな特質である。それまでは家計の生産と分

配に対する自由裁量権は，自留地部分を除いてほ

ぼ皆無であった。この個人農制が社会全体の個人

主義化の強化にどのような影響をもたらしてくる

であろうか。

寺業戸と呼ばれる中核農家で麗農を濯し、始めて

いる者さえいる。土地改革時の規定にそくせば営

農である。社会主義農業を理論的にどう規定する

かはやはり問題にならざるを符ない。

従来は人民公社聞の分配格差は大きいが，公社

人民公社の解体と個人炭化

内のそれは比較的小さいといわれてきた。人民公

社，生産大隊，生産隊がそれぞれ分配面で調整機

能を果たしてきていたからである。この社会的メ

カニズムボ喪失しつつある。したがって，人民公

社内外にわたり，分配の高い産業に対し，労働力

が移動することを阻止できなくなろう。これが都

市化にどのような影響をもたらすか。

これまでの農村投資は，公積金と農民を組織し

て植林，水利，農地造成などに動員する労働蓄積

の二つに依拠していた。両者とも，個人農化の過

侵で急速に低下してヤる。とりわけ，後者の低下

は著しい。農村の社会資本建設は確実に遅れるで

あろう。これが中長期にわたってどのような影響

をもたらすか，やはり重要な問題を内包する。

以上については， Bリ稿で検討する。

（アジア経済研究所調査研究部〉
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